
大阪府教育行政事務手数料条例の改正（概要）

教育委員会事務局教職員室教職員企画課
■改正の理由

　　　平成22年10月に策定された本府「財政構造改革プラン（案）」に基づき、教育職員免許法に基づく事務に係る手数料の水準について、フルコスト計算により再点検をした結果、受益と負担の明確化の観点から、その結果を基本とした額に改定する。
　　　今回改正の対象とする手数料の多くは、教員免許事務が国の機関委任事務であった平成10年４月に現行額が定められ、平成12年４月のいわゆる地方分権一括法の施行により同事務が自治事務となった以後も金額を据え置いてきたが、平成21年４月の教育職員免許法の改正により、普通免許状の有期限化や教員免許更新制の導入等に伴う事務の見直しを踏まえて再点検した結果、金額の改定を行うもの。
　　　なお、下記④及び⑤の区分の手数料については、教育職員免許法の改正により旧盲学校教諭免許状、旧聾学校教諭免許状及び旧養護学校教諭免許状が、現行の特別支援学校教諭免許状に再編されたことに伴い平成19年４月に設定したものであるが、それぞれ下記①及び③の区分の事務と受益と負担の関係が同様の事務であるため、改定の対象とするもの。
■改正の内容
　　　標記条例第２条に規定する教育職員免許法（昭和24年法律第147号）に基づく事務に関し、納付しなければならないと定める手数料の一部について、金額の改正を行う。
　　　　（　区分　）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（現行金額）　　　　　　　　（改定後金額）

1 普通免許状の授与に係る申出　　　　　　　　　　　　　　　　３，３００円　　　　　　　　　３，６００円
2 特別免許状の授与に係る申出　　　　　　　　　　　　　　　　３，３００円　　　　　　　　　３，６００円
3 臨時免許状の授与に係る申出　　　　　　　　　　　　　　　　１，７００円　　　　　　　　　２，０００円

4 新教育領域の追加の定めに係る申出（普通免許状の場合）　　　３，３００円　　　　　　　　　３，６００円

5 新教育領域の追加の定めに係る申出（臨時免許状の場合）　　　１，７００円　　　　　　　　　２，０００円

6 教育職員検定の申請　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１，７００円　　　　　　　　　２，０００円

7 免許状の書換の願い出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８７０円　　　　　　　　　１，０００円

8 免許状の再交付の願い出　　　　　　　　　　　　　　　　　　１，１００円　　　　　　　　　１，３００円

■施行期日
　　　　平成24年４月１日
■政策アセスメント・制度間調整

　・平成24年度当初予算編成に際し、総務部財政課と調整済。
　・条例改正（案）について、今後、知事からの意見聴取がある予定。
